
※チェックリストに従うことで、法令違反がないことを保証する資料ではありません。
※あくまで参考としてご活⽤いただくことを想定している資料です。実際の制度内容は国の資料等をご確認ください。
※当資料は、2025年5⽉時点の内容となっております。最新の情報はの資料等をご確認ください。

予防給付‧介護給付
かんたん⽐較表
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介護保険サービスは、「要⽀援」または「要介護」と認定された⽅が、⼼⾝の状態に応じた⽀援を受けられる仕組みです。
この2つの認定に対応する給付が、「予防給付」と「介護給付」です。
予防給付は要⽀援認定を受けた⽅が要介護状態への移⾏を防ぐことを⽬的とし、介護給付は要介護認定を受けた⽅に、その状態に応じた
多様な介護サービスを提供します。

介護保険における予防給付と介護給付

⾝の回りのことは概ね⾃⽴しているが、⼀部⽀援が必要。要⽀援1‧2

⽇常⽣活の多くに介護が必要。数字が⼤きいほど⽀援が重度。要介護1〜5

予防給付と介護給付の主な違い

対象者 要⽀援1‧2

項⽬ 介護給付（要介護対象）予防給付（要⽀援対象）

要介護1〜5

⽬的 要介護状態の予防 ⽇常⽣活の⽀援と介護

■ 要⽀援と要介護
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主なサービス

‧訪問介護（⽣活援助）    ‧訪問⼊浴
‧訪問リハビリテーション   ‧福祉⽤具貸与（要⽀援2）
‧通所リハビリテーション   ‧住宅改修
‧通所介護（運動‧⼝腔‧栄養改善）など

項⽬ 介護給付（要介護対象）予防給付（要⽀援対象）

‧訪問介護（⾝体介護、⽣活援助） ‧訪問⼊浴
‧訪問リハビリテーション     ‧訪問看護
‧通所リハビリテーション     ‧通所介護
‧福祉⽤具貸与          ‧特定福祉⽤具販売
‧短期⼊所⽣活介護        ‧短期⼊所療養介護
‧施設サービス（介護⽼⼈福祉施設、         ‧住宅改修
 介護⽼⼈保健施設、介護医療院など）など

地域密着型
サービス ⼀部（予防型） 種類が多く、認知症‧重度対応も含む

⽀給限度額 要⽀援度に応じて設定（介護給付に⽐べて低い） 要介護度に応じて設定（予防給付に⽐べて⾼い）

介護保険サービスの利⽤には、⽉ごとに「⽀給限度額」が設けられており、要⽀援‧要介護度に応じて上限が決まっています。
例えば、要⽀援1では約5万円、要介護1は約16万円、要介護5では約36万円が⽬安です。限度額内であれば、所得に応じて1〜3割の⾃⼰負担でサービスを利⽤
でき、超過分は全額⾃⼰負担となります。

予防給付と介護給付の⽀給限度額と⾃⼰負担

施設サービス 原則利⽤不可 要介護3以上で利⽤可能
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⽀給限度額（⽉額‧⽬安） 約5万円

区分 要⽀援1 要⽀援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5

約10万円 約16万円 約19万円 約27万円 約30万円 約36万円

⾃⼰負担割合 1割〜3割 1割〜3割 1割〜3割 1割〜3割 1割〜3割 1割〜3割 1割〜3割

※上記は在宅サービスの⽬安であり、地域やサービス内容によって変動します。
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